サイキン ノ ニホン ノ ケイザイ チリガク ニオケル コウツウ ブツリュウ ケンキュウ ノ テンボウ 2002ネン カラ 2007ネン マデノ ケンキュウ ロンブン オ チュウシン ニシテ ヤマカワ ヒデヤ キョウジュ タイニン キネンゴウ by 野尻 亘 et al.
Ⅰ は じ め に
経済地理学会より, 筆者あてに 『経済地理学の成果と課題 第Ⅶ集』
のなかの ｢物流・交通・ロジステイクス論｣ についての学界展望を執筆す
るように依頼があった。対象となる研究年次は2002年から2007年までの６
年間である。
もとより学会から与えられた原稿の紙幅はたった８ページである。もち
ろんこの間における経済地理学の該当研究は, 交通経済学やマーケテイン
グ論などと相互引用されつつ, 関連分野の研究をも合わせると膨大な量に
上っている。大学の図書館からこの期間に出版された関連図書を借り出す
だけで数十冊におよんだ。これら全てを引用することはもちろん分量的に
不可能なことである。
そこで筆者は, 執筆にあたり次のような方針をとることにした。①引用
文献を地理学研究者が執筆したものに限定する。誰を ｢地理学研究者｣ と
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野 尻 亘＊
最近の日本の経済地理学における
交通・物流研究の展望
2002年から2007年までの研究論文を中心にして
して定義するかということについては, 日本地理学会・経済地理学会・人
文地理学会などの名簿に会員として掲載されていることを基準に判断する
ことにした。②事前に公平に各研究を取り上げた準備原稿を学内紀要に執
筆する。この投稿がその準備原稿の内容である。それをもとに, 本当に経
済地理学方法論の発展に寄与できた研究のみを精選して, 最終的に経済地
理学会に投稿する原稿を完成させることにした。
したがって, 本稿は本投稿用の草稿にすぎないが, 本原稿と比べると,
数多くの経済地理学研究を引用できるため, より詳細に学界動向を把握し
うる。また学会にではなく, 学内紀要の方が遠慮なく, 自由に書ける利点
がある。
それでは, 筆者なりの学界展望について執筆を始めることにしたい。
Ⅱ 地理学における交通研究
１. 都市圏・都市間相互の交通に関する研究
まず, はじめに当該分野における当該期間における最高水準の収穫とし
て, 林 (2007) の 『都市交通地域論』 があげられる。交通発展と都市地域
構造形成との関係について, ネットワーク分析・グラフ理論を援用しなが
ら, 交通と産業立地, 国際貿易と物流システム, 環境問題をふくめて記述
した大著である。
日本と欧米の都市交通政策を比較するのは, 谷の一連の研究である。
谷 (2003) は近年における公共交通機関の動向を, ①規制緩和と需給調
整規制の廃止 (不採算路線からの撤退と地方自治体への運営責任の転嫁),
②コミュニテイバス・ブーム, ③バリアフリー, ④路面電車の再評価とい
った特色にまとめるとともに, ドイツの運輸連合における共通連絡割引運
賃制度の体系と実情について述べている。また谷 (2002) では EUの共
通鉄道政策について, インフラストラクチュアと輸送の上下経営分離, 過
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去の負債からの解放, 各国における規制緩和と民営化の諸点をあげ, その
成果として, 東西ヨ－ロッパ鉄道ネットワークの再建, 海峡連絡鉄道 (ド
ーバー海峡) などの建設・整備, 高速新線の建設による各都市間の時間距
離の短縮を分析している。さらに谷 (2005) は熊本市電を事例として,
他の鉄道・路線バス・自家用車との連携強化や共通運賃や乗継割引制度・
運輸連合の導入を提言している。
また経営面から経済モデルを用いて過疎地域における鉄道問題を分析し
ているのが, 須田昌弥をはじめとする一連の研究である (須田, 2007ほか)。
そのうち青木・須田・早川 (2006a・b) は, 需要面からみた第３セクタ
ー鉄道と地方民鉄の経営分析を行い, 補助制度に頼らないかぎり, 第３セ
クター鉄道の経営を維持するのは困難であることを指摘した。地域社会が
鉄道の存続を決めた場合には, 経営を安定させるために自治体による十分
な資金提供が必要であると提言している。さらに須田・依田 (2004) は,
民営化後 JR6社の密度・範囲の経済性ならびに地域間費用格差について,
労働価格・動力価格・資本価格の1974年から99年までのパネルデータをも
とにトランスログ費用関数を用いて分析している。その結果, 新幹線と在
来線との間に費用に関する範囲の経済性は存在しないこと, 輸送量の多寡
によって影響される密度の経済性は新幹線・在来線ともに存在すること,
整備新幹線は密度の経済性を十分に発揮できす非常に収支が苦しくなるこ
とと, JR各社の経営における地域間格差は大きいことを明らかにした。
同じく鉄道に関して, 山本 (2006) は整備新幹線の並行在来線が第３セ
クター化された, しなの鉄道を事例として, 地域のミニマム水準としてロ
ーカル鉄道を行政の責任で残していく政策の必要性を述べている。
これらの鉄道政策や鉄道経営の問題とは別に, 地理学においては com-
pact city の観点から鉄道を再評価する試みが見られる。compact city とは
米国の拡大都市について反省した概念である｡ 自家用車交通を前提とする
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巨大の都市域からなる拡大都市が, 高齢者の生活困難や中心商業地の衰退
をはじめ, 中心部の都市機能の空洞化によるインナーシテイ問題を発生さ
せてきた。この反省から, compact city は都市中心部を中心に再開発を行
い, 公共交通機関を中心とした町づくりを行うことによって, 市街地やコ
ミュニテイの再生を行おうという試みである。Ishikawa and Tsutsumi
(2006) では, LRT (低床型路面電車) の導入が米国ダラス大都市圏の社
会経済的性格をどのように変化させたか, 土地利用・通勤流動・低成長政
策・環境の視点から大都市圏の構造を変化させるのに有効であるかを分析
した。また Yamashita et al. (2006) ではオーストラリア, メルボルン大都
市圏において, モータリセーションから公共交通利用へと転換した上での,
小売流通業の集積を伴うコンパクトな郊外中心地建設の試みが, 郊外中心
地政策の歴史的変遷とともに展望されている。
しかし, 日本において過度のモータリゼーションが反省されても, 公共
交通利用への転換は難しい。向井・武市 (2006) は高知県野市町における
地域住民へのアンケート調査の結果から第３セクター鉄道の利用者増加が
困難であることを指摘している｡ 戸所 (2006) は前橋市を事例に, 駅勢圏
が連続する既存市街地形成をもとにした地方都市圏の一体化をはかるため
に, 鉄道利用促進への条件と新駅設置整備について提言している。
なお鈴木・吉永 (2006) は, GISを利用して東京大都市圏における鉄道
利用した場合の到達時間圏域の変化を経年的に示し, 周辺の駅に比べて到
達圏域のより広い駅を ｢極｣ として, 結節構造の多極化を解明している。
百瀬 (2005) は長野市を事例に, 公共交通機関の運行本数をもとに地域
間の近接性行列を作成し, グラフ理論と因子分析を用いて, 時系列的な結
節地域の構造を解析している。その結果, 1990年から2000年までの間に,
結節構造や近接性指数が低下し, 公共交通機関の利用機会に恵まれている
地区とそうではない地区との間の利便性に大きな格差が生じている。公共
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交通機関の運行本数の減少によって, 移動機会が減り, 地区間の結びつき
が弱くなっている。長野市中心部への一極集中化した結節構造が強くなり
つつある。以上の諸点が明らかになった。
須山 (2005) は, 長距離バス交通からみた韓国の都市群システムについ
て, 地域間運行回数から OD行列を作成し, 最大流直接連結法を用いて分
析した結果, ７個の主要都市群システムを検出した。その中でソウル大都
市圏に集中する構造が認められた。
中川 (2007) は1990・95・2000年の国土交通省全国幹線旅客純流動デー
タを用いて, それぞれ航空機・鉄道・高速バス・自家用車・船舶といった
交通機関別の地域間所要時間と地域間の交通機関の分担率をかけたものを,
平均時間距離として算出し, 九州における平均時間距離の推移と地域差を
解析している。分担率では鉄道が減少し, 自家用車は増加した。高速道路
の開通は自動車の時間距離を短縮し, 平均時間距離の変化に大きな影響を
与えていることを明らかにした。
また都市圏相互間の通信を分析した研究として, 古藤・長谷川 (2004)
をあげておきたい。携帯電話が普及する以前の最終的段階として, 1990年
における日本全国の単位料金通話地域相互間の発信回数を, 人口・物理的
距離などを加味して重力モデルで分析している。この分析によって抽出さ
れた距離減衰効果のパラメーターなどをもとに, 基準通信量から逆算距離
を算出する。この逆算距離のデータをさらに多次元尺度構成法で解析して,
全国の各単位料金通話地域を仮想の地図上に布置して, 興味深い都市圏相
互の空間構造を示している。
２. 地域交通の諸問題
近年における各国の交通政策は, 公的予算の不足や財政の緊縮化を反映
して, 規制緩和と民営化が世界的に大きな潮流となっている。そのように
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公共交通機関が縮小化する状況のなかで, 人々のアクセシビリテイやモビ
リテイの違いは, 収入や所得, 自家用車の所有, 生涯の有無や年齢・ジエ
ンダーの違いを大きく反映するものとなっている。この小節では, このよ
うな地域交通の実例を取り上げた研究を展望していくことにしたい。
群馬県は日本で最も自家用車普及率の高い地域であり, 路線バスが広域
的に廃止された地域でもある｡ 群馬県における路線バスに関する研究とし
て, 石関 (2007) は運輸局への路線免許の申請を通して, 開設・廃止の記
録を追跡している｡ 大島・石関 (2006) は高崎・前橋間の都市間路線バス
縮小のプロセスについて, モータリゼーションの進展にともなう旅客の減
少により, コストの増大による不採算および, 運賃値上げ･ワンマン化・
路線網の縮小・交通渋滞による非定時性やスピードダウンなど, さらにサ
ービスの低下がもたらされ, いっそうの旅客の減少を招く悪循環に陥って
いることを指摘した。また大島 (2002) および大島 (2006) は, 群馬県に
おける観光地路線・中山間地集落の生活路線・都市間路線を類型化すると
ともに, 高度経済成長期におけるバス路線網拡大とモータリゼーション進
展期における縮小・廃止のプロセスを追っている。そして競願バス路線免
許の争奪が共倒れを招き, 交通渋滞・減便・運賃値上げといったサービス
の低下が乗客の減少を招いたと結論づけている。
さらに井上 (2005) は, 近畿各地の自治体バスを, 既存バス路線廃止の
公営代替バスと, 公共交通空白地域でアクセシビリテイを高める目的で自
治体によって運行されている ｢コミュニテイ｣ バスとに類型化した｡ 運行
の直営方式と委託方式の違いは近隣自治体の先行事例の影響を受けている
ことを明らかにした。また井上 (2003) は, 京都府京北地域 (現, 南丹市)
の事例をもとに, 自治体バスの運行と補助金制度との関係について分析し
ている｡ 自治体バスの運行には住民福祉という目的が加わる。そのため,
自治体内における公平性の観点からバス路線が地域内に拡大していった｡
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路線や運行系統の新設や延長が見られる一方, 補助金予算の制約から路線
あたりの運行本数は抑えられている。運行時刻は通学サイクルに合わせる
必要があるが, 高校生は放課後のクラブ活動への参加や運賃の高さを反映
して, 自転車や家族・近隣の送迎車に依存することが多い。結果的に自治
体バスは幼・小・中への通学バスの機能に特化している。そのような点で,
補助金制度の功罪について議論している。さらに井上 (2006) は埋設費用
が抑えられている点でバス事業は新規参入がしやすいコンテスタブルな市
場であることを示し, 新規参入の動きが京都市バスのサービス向上につな
がった点を解明した｡ 同様に香川 (2003) は京都市都心部における市バス
の100円バスの運行経緯と実情を紹介している。
公塚 (2007) は渋谷駅に発着する路線バスの系統の変遷をトレースして
いる.東急グループが多摩田園都市では系統の拡充をはかる一方, 都内の
不採算路線では統廃合や長大・供給過剰系統の分割・短縮化による再編成
・合理化を実施している｡ 東急の多摩田園都市開発事業者としての公共交
通事業の性格を明らかにした｡ 今井 (2005) は, 札幌市における地下鉄開
業にともなうバス路線再編成の状況を明らかにした。乗り継ぎ運賃やター
ミナルへの乗り入れなど, 市営バスと民営バスが同一条件で地下鉄と連絡
したことが, 公共交通ネットワークにおける民営バスの位置づけが明確化
し, 大規模な市営バス事業の民営移管が可能となった。また岐阜市におけ
る市営バス事業の民間譲渡を扱ったのは佐藤 (2007) である。罰則条項も
あることから, 民営化以後も路線網と運行本数は維持された。赤字路線維
持のための新補助金と人件費削減の効果で, 大幅に収支は改善した。岐阜
市は路線バス中心の総合交通計画をとるようになり, 運営者から公共交通
監督者へと立場を変えた。
羽田空港アクセスバスの実態を分析したのは安達 (2005) である。空港
バスは, 航空需要や空港利用者の増加, 高速道路などインフラの整備によ
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って発展した。早朝・深夜の鉄道ダイヤのすき間を埋めるニッチ市場をと
り, 空港近辺での前泊や後泊を解消した。参入目的は路線バス事業の減収
・赤字を補うことであり, それが事業者の積極的姿勢をもたらしている。
また横山 (2006) は本四連絡橋の神戸・鳴門ルート全通により, 高速バス
運行が四国から直接に京阪神指向に集中したことを述べている。
交通が地域に与える影響に関する研究として, 中牧 (2002) は, 群馬県
藤岡市高山地区を事例に, 交通の近代化の影響を受けて山村がどのように
段階的に変容したのかを明らかにしている。住民は道路建設や乗合バス運
行実施に積極的に関わった。高度経済成長期以降, 住民の行動範囲は地方
中心都市にまでおよぶようになる。それは路線バスの廃止と自家用車の利
用, 通学への鉄道の利用を反映している。
また, 菊池 (2005) は高崎市・前橋市を事例として, モータリゼーショ
ンの進展がオフイス立地に与えた影響を分析している。駐車場用地を確保
することが必要な比較的従業員数の多い本社や労働集約的な研究開発部門
が郊外業務地区立地となり, スペースコストの低廉性に敏感な卸売業や,
住民の居住地を追いかける金融保険業・不動産業のオフイスは郊外分散立
地となる。いずれの立地も交通結節地となる幹線道路沿道を指向する。
さらに奥野 (2003) は, 日本の離島における高速船交通を取り上げ, 離
島振興政策と離島航路の高速船化とその影響を解明している｡山本 (2004)
はロシアの航空交通を取り上げ, ロシア国内の地域間および, ロシアと外
国間の結びつきの現状を把握し, その特徴を描き出している。
なお大森・原田・太田 (2003) は, 時間地理学の概念を用いて, 個人の
時空間制約下における行動パターンを図示する GISシステムを開発し,
実際の大学院生の演習時にデータ入力や分析を行わせて, その効能につい
て分析している。
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３. 社会交通地理学研究
自動車が高度に普及し, 公共交通機関が衰退したアメリカ大都市圏にお
いて, 自動車を所有できない貧困階層の就労機会の格差について分析した
のが, Kawabata (2003a, b) の研究である。原著はMITに提出された博士
学位論文の成果である。一定の時間距離内における雇用機会の数を就労ア
クセスビリテイとして定義する。そしてボストン・サンフランシスコ・ロ
サンゼルスの各大都市圏について, 自家用車所有者と非所有者にわけて多
項ロジットモデルを用いて, 就労アクセシビリテイの格差を算出している。
その結果, 公共交通に依存して通勤しなければならない労働者は, 自動車
で通勤できる労働者よりも, 就労アクセスが著しく低いことが明らかとな
った。実質的に就労機会の郊外化が進んではいるが, 都心の方が, なお郊
外よりもアクセスの機会が高く, 都心・郊外間の地理的格差は, 利用交通
機関の違いによる格差ほど大きくはない。交通手段の問題が雇用の立地よ
りも就労アクセシビリテイに与える影響は大きく, 重要な問題である。な
お Kawabata (2003b) においては, 各大都市圏における就労アクセシビリ
テイ格差についての分析結果が GISを用いて地図上に表現されている。
４. 近代交通の歴史地理学研究
葛西 (2003) は近代の交通革命について, 幕末の開港以来, 古い交通制
度から新しい交通制度への転換, 鉄道輸送と海上輸送の発展, 鉄道の開業
による道路輸送と河川舟運への影響について述べている。
青木 (2006) の編著書では, メソスケール鉄道史の方法論がとられ, 府
県程度の広さから数県程度の広さまで, 全ての鉄道網の発達を, 公文書を
もとに, 免許・開業・電化・複線化・廃止などを時系列的に把握すること
を通して, 地方民鉄の性格を明らかにしている。青木の方法論は反マルク
ス主義交通経済史の立場をとると同時に, 計量的な近代経済学的な方法論
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への批判に貫かれている点で個性的である。むしろ技術史や産業考古学的
立場に近い。
また都市鉄道網の技術史的展開を明らかにすることを試みる三木(2002)
の研究がある。そこでは両大戦間における大阪市域の合併による市街地拡
大を ｢都市膨張｣ と見なし, 広域化した大阪市内における公共交通のなか
で, 市営地下鉄網建設完成までの補完として路線バスの役割を位置づけた。
そのなかで民営バスと市営バスの競争が激化し, 民営バスの市営化によっ
て市内交通機関市営主義が貫徹されたと指摘している｡さらにMiki (2005)
は19世紀末から20世紀初めまでの大阪都市圏の近代化のなかで, 通勤の起
源とその増加について論じている。年季徒弟奉公から通勤形態への変化,
郊外への都市域拡大, 郊外の住宅地化, 鉄道の電化, 定期乗車券制度の導
入, 旧制中等･女学校生の増加と, その卒業生がホワイトカラー労働者に
進出したことに, 通勤・通学の起源を求めている。
Ⅲ 地理学における物流研究
１. 倉庫の地理学的研究
安積紀雄は, 倉庫の地理学的研究の方法論を確立しようと試みている。
それは生産地と消費地の間の物流の全体的経路を把握することはきわめて
困難であるため, 静態的な倉庫を基点に, そこにおける保管貨物とその入
出庫先を追求することが, 地理学研究の有効な一つの方法であると指摘す
る。そして倉庫の存立基盤を生産地倉庫・中継地倉庫・消費地倉庫に類型
化している。それにもとづき, 物流量の増大による倉庫業者保管面積の増
大, 輸送手段の変化による地域的な倉庫の立地変動, 静態的保管から動態
的保管へという配送センターとしての機能の付加, 多品目保管から専用倉
庫へという変化をあげている。安積 (2005) の著書では, 四大港湾, 大都
市近郊内陸部, 大都市近郊周辺部 (滋賀県) の倉庫立地を, その発展とし
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て安積 (2007) では, 日本の営業倉庫の立地分析を, 五大港, 四大都市の
近郊内陸部, 二大都市圏の周辺部 (滋賀県・群馬県), 大規模府県 (愛知
県・大阪府), 地方中枢県 (宮城県・福岡県) において行っている。
２. 流通システムの情報化
Hashimoto (2003) は情報通信技術革新が流通空間の再編成に与える影
響について次のようにまとめている。①中間流通の再編成：配送拠点の集
約化, 配送ルートの再編成, 商物拠点の分離が行われる。②卸売業の上位
集中化：情報化を駆使して, 多品種戦略を進めるメーカーと業種横断的な
品揃えをするチエーンストアとの間の調整役として重要となる。③生産出
荷体制の広域化：メーカーは生産スケールのメリットを維持しつつも, 各
工場別多品種ブランドの全国出荷体制をはかるために, 各ブランド別の生
産拠点の集約化と全国への出荷体制を作り出している。④営業網の再構築：
広域拠点都市への集中, 小規模な支店・営業所の整理・統合, 営業活動の
特化が行われる。すなわちチエーンストアとの商談が, 支社・営業所から
上位組織に移管されつつある。⑤垂直的協業の進化：メーカーとチエーン
ストアとの間に専門的接点をもつ組織 (部署) が構築される。そして対チ
エーンストアの活動は, 大規模な情報システムを介して装置産業化が進む
と指摘している。
荒井・箸本 (2004) は, 主に90年代以降における小売流通における構造
的変化を業態 (経営タイプ) の特性に注目して明らかにした。1960年代に
おける第一次流通革命は大型チエーン小売店 (GMS) の台頭による流通
経路からの問屋の排除であった。1990年代以降の第二次流通革命は, 流通
情報システムの発達・普及により, 流通の主導権がメーカーから大手小売
企業チエーンへと移り, 業態相互間の競争が激化したことである。その物
流システムの変化をリードした要因として, 情報システム化の進展, 多頻
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度小ロット配送化, ローコスト・オペレーションの追求, 巨大な販売力と
市場情報を持つ小売チエーンへのパワーシフトがあげられている。
この図書のなかで, 90年代以降の高頻度配送と納期短縮化の物流につい
て述べているのが, 土屋・箸本 (2004) の論文である。大型店チエーン向
けの配送システムが一括配送であり, コンビニ向け配送システムがルート
配送である。またチエーンストア自らが配送センターを運営する ｢自社セ
ンター方式｣ と, 大手卸にセンター機能を代替させる ｢窓口問屋方式｣ が
ある。これに対応してメーカーの物流センターの集約化・再編成され, よ
り広域な範囲を対象とするように変化した。共同配送やこれらの物流セン
ターの多機能化が進展しつつあることが報告されている。
さらに荒井・箸本 (2007) では2000年代以降の小売流通システムの変化
について, 低価格・ボリューム指向型業態と高品質・付加価値型業態と流
通経路と消費が ｢二極化｣ していること, スーパーマーケットにおける生
産者の顔が見える野菜の流通やインターネットを通しての魚の個人向け通
販などの ｢個別化｣, 流通システムの ｢国際化｣, インターネット通販の普
及などの ｢情報化｣ の観点から報告している。
３. 業態別に見た物流システム
中村 (2003) は, 東北地方における医薬品卸について, 情報ネットワー
ク化と商物分離に伴う物流機能の郊外転出について分析している。公定価
格の対象外である市販薬部門では, 受発注オンライン化・物流拠点と支店
の郊外転出と集約化が進んでいる一方で, 高度な商品情報伝達機能と緊急
配送性を要する医療用医薬品部門では, 対面接触による営業活動が重視さ
れ, 担当テリトリーの時間距離的中心を指向する立地展開に変化はみられ
なかった。
安倉 (2003) は, 京阪神圏における食品スーパーＡ・Ｂ二社の大店法改
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正後の物流システムの変化について分析した。Ａ社は大都市と外縁部に出
店地域を拡げ, 日用品・衣料品を扱う大型店へと業態を変化した。管理温
度帯別集配センターの増設と配送圏の再編成を行った。配送圏にはセンタ
ーから近距離の店舗と高速道路利用を前提とした遠距離の店舗が含まれる。
一方, Ｂ社は, 人口密度が高い阪神地域に出店地域を集中・特化し, 多店
舗展開よりも新鮮度の高い生鮮食料品のインストア加工を重視した。尼崎
市に中心的なセンターを設置し, 出店地域が狭く, 店舗規模が標準化した
ドミナント出店に対応した物流システムを構築した。このように出店方針
の相違, 店舗の規模や営業内容の違いが集配センターの立地・規模・処理
能力の違いに大きな影響を与えていることを明らかにした。
秦 (2005) は書籍･雑誌流通業界において, 小売業である書店が比較的
小規模多数で地理的に分散していること, 出版社も多数あるという理由か
ら, チヤンネル内では少数の取次会社に販売情報が集中することを指摘し
ている。このことは取次会社と書店の垂直的企業関係において, 取次会社
の優位性を高める一因となる。さらに秦 (2007) は, 九州における雑誌の
物流システムにおける送品部門と返品部門の比較をしている。大手取次店
の商物分離政策によって, 首都圏郊外に雑誌の物流センターが設けられて
いる。発売日を統一する必要から指定運送会社により共同配送方式がとら
れている。また表紙返品から省力化と経費削減をはかるため, 1992年より
返品雑誌は福岡県の九州雑誌センターにおいて古紙化されることになった。
またこれによって店頭での商品陳列期間の延長が可能となった。雑誌のリ
ードタイムは首都圏における取次店の物流センター立地からの距離によっ
て強い制約を受けている。書籍販売は一取次店と一小売店との間に関係が
限定される一店一帖合制によって, 小売業側へのパワーシフトが発生しに
くい状況にある。
池田 (2003) は, 製販統合型アパレル企業における物流体制について報
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告している。それは, 店舗間での在庫調整システムであり, 企業全体での
総在庫量の圧縮をはかる。また工場から直営店への直接配送であり, 期中
での追加製品の納入や店頭での品切れがおきそうな場合, 販売機会の逃さ
ないように一日でも早い納品が可能となる。すなわち, それらは生産の
｢延期｣ 化につながっている。従来の展示会受注方式よりも, より実売に
近い時点で企画や生産を行う。売上情報を見ながら期中に追加生産を行い,
過剰在庫の損失を避ける。期中追加生産では実需に対応し, 販売機会を逃
さないように短期間で納入する。
専門店チエーンの物流システムを追究する兼子 (2005) は, 専門店チエ
ーンはロードサイド業態であり, 店舗増による規模の経済性の追求, ロー
コスト・オペレーションの徹底, テーン全体の運営費を削減するための物
流集約化が特色であることを指摘している。鮮度が要求されないホームセ
ンターや家電量販店は物流における規模の経済性が明瞭である。そのなか
で, 機能性や低価格性を重視する量販品の衣料品チエーンＳ社のローコス
ト・オペレーションを取り上げた。大量仕入れや現金買取りによる低価格
仕入れと, 自社センターを用いた高度に集約化した物流システムが明らか
にされた。そこでは, センター間輸送・センターから店舗への末端輸送・
余剰在庫の店舗間移動の３つのシステムを組み合わせ, チエーン全体のオ
ペレーションを, より単純化・標準化・高度化している。
４. 貨物流動と国際物流
産業立地の変化と港湾の関係について分析したのは遠藤 (2004) である。
商港から工業港へと変化するなかで, 港湾への産業立地の変化が述べられ
ている。例えば自動車輸出の増加が自動車産業による臨海組立工場の立地
や, 港湾への自動車専用埠頭・自動車専用輸出基地の設置をもたらしてき
た。しかし臨海部の重長広大型産業の凋落やコンテナ化による流通革新は
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在来型物流施設の遊休化をもたらし, それらの用地を再開発の対象とした。
そこで, 学校・住宅地・公園緑地・ビジネス用地・リクリエーション用地
・下水処理場・墓地など, 必ずしも臨海部に配置する必要のない施設や都
市機能までが港湾に進出した。事例として, 地方特定港湾である四日市港,
日本最大の工業港である千葉港, 大都市港湾である東京港の再開発と変容
を取り上げている｡ 酒井 (2002) は釧路港を事例に, 中心業務地区 (CBD)
に隣接する旧港はウオーターフロント開発の対象となり, 新港の専門埠頭
化が進行していることを明らかにした。その原因は港湾背後圏における輸
送手段と産業構造の変化であり, 船舶の大型船化と専門船化にともなう埠
頭の専門化を反映している。都市と港湾機能の専門的分離は地方港におい
ても顕著である。同様に奥平 (2003) は, カナダのハリファックス港にお
けるコンテナ化と大型船化が, 港湾機能の変化とその空間的拡大をもたら
したことと, 都心部に隣接する旧港では港湾機能を除く都市的な土地利用
に変化し, ウオーターフロント開発が行われていることを明らかにした。
南出 (2006) は, オーストラリア主要港における海上コンテナ輸送の動
向について, 対アジア貿易の拡大とその影響の観点から分析している。ま
た林 (2002) は, 日本海沿岸における地方港湾における環日本海諸国との
貿易について分析した。輸出面では韓国・中国が増加し, ロシア・北朝鮮
は停滞または減少している。輸入面では, 石油・天然ガス・木材の輸入な
ど, 対岸諸国以外の国や地域との関係が深い。輸入量においては, 新潟港
・伏木富山港の取扱量が安定的であるのに対して, 輸出をめぐる港湾間の
競争は激しく, 長崎港・秋田港などが伸張している。
戴 (2003) は, 中国環黄海地域における輸出入企業の利用港湾選択行動
における選択確率と荷主属性・港湾属性との関係について混合ロジットモ
デルで分析している。その結果, 以下の諸点が明らかとなった。香港港の
貨物取扱能力が上がると香港を選択する確率が上がり, 他港を選択する確
最近の日本の経済地理学における交通・物流研究の展望
― ―33
率は下がる。他の神戸港・釜山港・高雄港のうち, 釜山港の港湾利用コス
トおよび貨物取扱能力の変化は香港に次ぐ影響力を持っている。しかし,
神戸港・高雄港における条件変数の変化は, それら各港の選択確率に与え
る影響が微小である。荷主の中継港湾選択行動に対して, 港湾利用コスト
変数と港湾取扱能力変数が統計的に有意な影響を与えている。貿易相手の
地理的位置が中継港湾選択行動に影響を与えており, 北米・韓国・日本と
の間の貿易を行う企業では釜山港・神戸港の利用が, 他地域との貿易を行
う企業は香港港の利用が多い。電子・機械製品の輸出入を行う企業は香港
港を選好するが, 付加価値が相対的に低い農水産品や繊維製品などの輸出
入を行う企業は釜山港を選好する傾向が認められた。
日本の貿易における内陸通関の役割を解明したのは堀田 (2003) の研究
である。内陸通関は臨港通関よりも通関が混雑しない。利用荷主が限られ
ているので, 通関の申告から許可までの時間が短い。税関に貨物の説明が
求められたときの出頭が容易である。地価の割高な臨港地区よりも内陸部
の方が倉庫保管料を低減できる。通関後, 内陸から臨港地区までの輸送費
に消費税がかからないなどの利点がある。つくば・宇都宮における内陸通
関の貿易額は, 海外への生産機能移転などを背景とする主要荷主企業の通
関場所の切り替えや, 成田空港における仕分け基準の撤廃, 製品市況の悪
化などによって変動が見られる。また工場通関や貨物代理店の保税蔵置場
で通関している場合など, 実際の貨物が内陸通関拠点を経由せずに通関し
ている場合がある。
野尻 (2007) においては, 関西空港が成田空港と国際旅客・国際貨物・
就航先と運航便数の点で比較され, そのヒンターランドとフオアランドが
分析されている。ヒンターランドについては成田が全国中心であるのに対
して, 関西は九州を除く西日本・京阪神中心である。フオアランドについ
ては, 成田が北米・ヨーロッパ中心であるのに対して, 関西はアジア中心
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である。これらは, 世界都市・東京への高次中枢管理機能の一極集中化と
関西経済の地盤沈下を反映していよう。しかし, 関西空港において国際貨
物は重要であり, 国際貨物ハブの一翼を担っている。半導体など, 電子工
業品のアジア・欧米との輸出入が多い。これは, 電子工業がアジアとの間
で水平的分業をしつあることを反映している。
また姜 (2006) は, 中国各省における鉄道貨物発送・到着量と各種鉱工
業生産高との関係について, パネルデータに重回帰分析を施し, 地域ごと
の貨物発生要因を考察している。さらに Nojiri and Jiang (2007) は, 中国
における鉄道貨物輸送について, 地域の各種経済成長指標と輸送との相関
について分析したが, 統計上有意な関係が見出されなかった。中国東南沿
海地域の著しい経済発展に対して, 鉄道貨物輸送量は東北・華北の石炭産
地と特定の積出港湾との間に集中している偏りがあるためである。全体の
鉄道貨物輸送量の約40％が石炭である。中国各省における到着量全体に対
する発送先省別比率をとり, それらの値にクラスター分析を施し, 発送先
の類似性から全国を７つの貨物輸送圏に区分抽出した。
５. ジャスト・イン・タイムに関する諸研究
野尻 (2005) は, オイルショック以前の高度経済成長期の物流システム
がフオーデイズムの蓄積体制を反映した重長広大型・素材型産業の大口荷
主を中心とする鉄道・海運を中心とする専用大量輸送中心であったのに対
して, オイルショック以降は軽薄短小型・高付加価値型産業へという産業
構造の転換による多品種少量高頻度輸送, すなわちジャスト・イン・タイ
ム (以下, JITと略紀) 中心の物流システムへと移り変わり, 海運・鉄道
が衰退し, 自動車輸送 (宅配便) や航空貨物輸送の台頭がもたらされたこ
とを指摘している。そのプロセスについて, 物流政策の変化, 定期トラッ
ク路線網の形成過程, 高速道路における地域間交通流動量, 主要港湾・国
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際空港における海上コンテナ・航空貨物発着動向をもとに分析している。
また1990年代において日本の道路網は成熟化したが, 改めて高速道路を
工業立地条件として再評価したのが阿部 (2003) の研究である。群馬県と
山梨県を事例とした調査により結論は以下のように要約できる。地元企業
は既存の市場取引条件に依存しているので高速道路をあまり評価していな
い。高速道路建設以前の進出企業は, 市場の近さ, 労働力など他の面で立
地を評価している。高速道路建設中以降の進出企業では, 次のように評価
が別れる。製品・納期・輸送先の面から高速道路を利用していない企業は
立地条件として評価していない。製品の輸送, 従業員や営業担当者の移動
に不可欠な企業および, 従業員の確保や取引環境の向上に好印象であると
する企業は立地条件として評価している。高速道路は市場・目的地との時
間距離を短縮し, より広範囲の地域との取引を可能にする。結果的に有料
道路であっても輸送費を削減できる点で企業は評価している。
さらに阿部 (2005) は, JITが必ずしも近接性を必要とせず, 長距離で
も成立可能であることと, その理由としてサプライヤーが長距離 JITに輸
送時間を安定させる交通手段, トラックや高速道路を利用していると仮説
をたてた。コスト削減のため, 各自動車部品からの発送がミルクラン方式
による混載のかたちをとる。自動車部品の取引は系列中心の取引ではある
が, 系列外取引も発展しつつある。そのため部品サプライヤーは必ずしも
系列企業の周辺ばかり立地しているとは限らない。より付加価値の高い部
品派高速道路を利用するし, 効率的な輸送が困難な外装部品は高速道路を
利用しない。その調査の結果として, 全面的に高速道路を利用する場合は
輸送時間の短縮のためである。一部区間のみに利用または, 納入先により
異なる利用は, リードタイム内で輸送時間の見通しがつくためである。す
なわち, ｢定時性の確保｣ が最重要であり, 輸送時間の削減よりも輸送費
の削減を重視しているためである。一般道路の利用で支障がないようにリ
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ードタイムが設定され部品が生産されているからである。倉庫の利用にあ
たっては, 自社や納入先が倉庫を設置するのではなく, 運送会社が設置し
た倉庫を利用することが多いことを指摘した。
英国の経済地理学者であり, JITと計量的な立地論モデルとの接合を試
みている McCann (1998) の邦訳, マッカン (2002) が坂下昇の翻訳によ
って刊行された。そのなかで, マッカンは JITの実施にあたっては輸送頻
度の上昇が全体的な輸送費の増加を招くとし, サプライヤー立地のための
空間的距離の短縮が行われるとする。しかし品質と配送の定時制が保証さ
れるかぎり, 長距離の JITによる納入が可能となる。JITの実施における
経済的要因と地理的距離の関係は, サプライヤーとアセンブラーの在庫管
理に依存している。and Yamamoto (2002) は, JITの実施にあた
って, 自動車部品企業界全体で系列外取引が進んでいるなかで, 完成車企
業別の系列部品企業の分布について考察している。資本力が強いトヨタは
愛知県を中心に, 日産は東京・神奈川・北関東を中心に分布している。ま
た資本力がそれほど強くない本田技研などは全国に分散しているため, 広
域でJITによる部品取引が進展していることを明らかにした。
野尻 (2002) は, オイルショック以降の産業構造の転換のなかで台頭し
たポスト・フオーデイズムやレギュラシオン理論のなかで, 地理学におけ
る JITの位置づけについて展望している。JITが①フレキシブルな生産シ
ステム, ②ポスト・フオーデイズム, ③日本の社会や企業独自のシステム,
④修正されたフオーデイズムであるという欧米地理学の議論を展望してい
る。その空間的含意について特に, ①取引費用の増加を防ぐために近接性
を招くとするという考え方と, ②フレキシブルな生産システムか否かとい
う議論を紹介している。Schoenberger (1988) は JITの導入による自動化
により非熟練労働力の利用が可能となり, 新国際分業モデルと結合し, 周
縁部への工業立地が可能になるとした。これに対して Gertler (1988) は,
最近の日本の経済地理学における交通・物流研究の展望
― ―37
JITの実施にあたっては電気通信技術の導入によって近接性の重要性は薄
れるものの, 需要や取引量が JITにおける近接性を決定するという。サプ
ライヤーとメーカーの間で, 共同技術開発といった義務的拘束が生じたり,
ストライキ予防のための労働管理が必要となるため, JITはフレキシブル
な技術ではないと批判している。このような JIT概念の多様な受容は, 国
際的な研究グループである IMVPやフランスを中心とする GERPISAグル
ープによるリーン生産システムの概念に発展した。JITの実施は時空間の
圧縮をともなうため立地の再編成を招くかどうか。その際, 取引費用削減
のための近接性と, 学習の効果や共通の文化・制度による近接性のどちら
が重視されるかが考察されている。
また欧米の経済地理学における JITの空間的含意について展望したのが
野尻・藤原 (2004) の研究である。JITの実施にあたっては取引費用節約
・技術情報交換・品質管理の便宜性のためにカスタマー周辺にサプライヤ
ーが集積するという多くの仮説がたてられた。それらに対して, 実証研究
を通して多くの反論がよせられた。① JITの導入は既存立地企業のネット
ワークを活用することが多い。②標準的部品では遠隔地において集中的生
産がなされ規模の経済が追求される。③遠方にあっても高い技術水準をも
つサプライヤーと取引する。④品質管理や多能工化のため, より従順な労
働力が指向され, サプライヤーは農村部や周縁部に分散立地する。その欧
米における JITの空間的展開の違いとして, 欧州では既存の部品サプライ
ヤーから広域に部品を調達する。米国には日本から多くのサプライヤーが
完成車メーカーに随伴して進出したが, 強力な労働組合の存在を避け, 従
順な労働力を指向して, 中西部諸州域内の農村に広く分散した。いずれの
事例もカスタマーとサプライヤーの凝集した集積は認められなかった。
日本の事例として, 兼子・藤原 (2006) は, 情報ネットワークが発達し
た現在では, 完成車工場から遠隔地であってもリードタイム以内に計画的
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に必要な在庫を確保して, 効率的に JITが行われていることを明らかにし
た。すなわち, JITによる生産と物流の実施が立地の近接性に拘束されて
いるものではないことを明らかにした。さらに Kaneko and Nojiri (2008)
は, 日本における自動車部品の JIT物流の実態を調査して, 以下の諸点を
明らかにした。JITの実施が, 必ずしも部品サプライヤーの組立工場周辺
への集積を必要としていない。遠隔地における JIT実施のしくみは, 完成
車メーカーと部品サプライヤーが情報オンラインで直結し, 発注後約５日
間のリードタイム内で余裕をもって生産・物流にあたることができるから
である。それには, 部品サプライヤー系列の運送企業や完成車メーカー系
列の 3PL (物流企業) が設置する物流センターが大きな役割を果たして
いる。まず部品の集散地における vendors consolidation と呼ばれる物流基
地で集荷を行い, 集約化して長距離幹線輸送を行う。再度, 組立地近くの
cross dock と呼ばれる物流基地で部品の仕分けを行い, そこから完成車工
場の生産ラインまで必要量を納期ごとに高頻度で定時多回納入を行うもの
である。
６. 物流と GIS
増田 (2004) は物流における GIS (地理情報システム) の応用について,
以下のように記している。物流データの GIS解析の結果, さまざまな情
報が整理され, 視覚的にわかりやすい形で表現することが可能である。と
くに位置に関する情報の可視化として, インターネットを利用した Web-
GIS とモバイル通信を利用するモバイル GISがある。それらは追跡型の
トラッキングサービスと, ナビゲーション型のデイレクトリーサービスに
応用される。さらに増田 (2005) は, 物流における GIS応用の有効性に
ついて, 次の諸点を指摘している。第一は ｢物流コストの削減｣ である。
共同配送の実施, 物流センターの立地決定, 実車率・積載率の向上, 屋外
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最寄り地点にいる配送員 (車) の所在確認と集荷の指示 (求車求荷方式)
の確立に貢献できる。第二に, ｢多品種・小口需要への対応｣ である。一
般消費者やランダムに位置する荷主やランダムな時刻に発生する輸送需要
への対応をより容易にする。第三に, ｢付加価値付配送の導入｣ である。
荷物配送状況のきめ細かい管理とトラブルに対する保障付配送が可能とな
る。第四に, ｢環境重視の物流｣ である。モーダルシフトを行うための,
貨物の始点・終点・品目・容積・重量・荷主の分布を GISにより表示す
ることで, 環境に配慮した物流計画の策定が推進される。
特に物流への GISの効用として, ①言葉で説明しにくいような位置情
報の提示 (配車計画支援システムへの応用), ②自由あるいは連続的な動
きをするもの位置表示 (動態管理システムへの応用), ③複数箇所に散ら
ばる情報を一覧化 (物流拠点立地の分析), ④空間的な広がりの範囲・境
界線や重複の表示 (物流拠点立地の分析) の諸機能があげられる。
そのなかで, 貨物流動量や OD行列を地図上に可視化することによって,
モーダルシフトの可能性分析や物流拠点の立地, 道路・港湾などのインフ
ラ整備の検討に, 地理学研究の上で大きな応用可能性が期待されている。
Ⅳ ロジステイクス論と経済地理学の課題
ロジステイクス論は物流の概念をより広義に, 生産・消費・流通の観点
をあわせて総合的に把握しようとするものである。
経済地理学において, ロジステイクス論をとりあげた研究としては,
Aoyama (2005), Aoyama et al. (2005･2006) と, Aoyama and Ratick (2007)
をあげることができる。それらの要旨は次のとおりである。従来の経済地
理学研究は生産立地中心であった。物流業はインフラ依存的のため立地固
定的であり, 労働集約的で補助的な産業部門でもあり, 陳腐な研究対象と
見なされてきた。しかし1990年代以降の流通の情報化にともない, 流通の
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アウトソーシングが浸透してきた。流通・物流・ロジステイクス産業の
IT化によるフレキシブルな空間組織・産業構造, 特に旧来の中間業者を
排除した電子商取引などを新たに経済地理学の研究対象とすべきであると
主張した。
近年の経済地理学研究に出現したいろいろな生産形態, フレキシブルな
専門化, JIT生産, アウトソーシング, 海外立地進出などはロジステイク
スの精緻化を要求している。産業組織と工業地域の研究においては, 企業
間関係のタイプや特徴が, 技術革新・競争力・地域変化を明らかにするた
めの重要な要因となっている。
しかし, 日本の自動車産業における JITに関する経済地理学研究は, も
っぱら生産性の向上や効率の改良といった企業の生産能力に関するもので
あり, その物流や輸送に関心は殆ど示されてこなかった。
最近, 物流のアウトソーシングが拡大してきた。ロジステイクスの外注
は水平的分業であり, 製造部門の外注は垂直的分業である。物流プロバイ
ダーは産業界のきわめて重要なパートナーとなる。そして JIT生産, 温度
に敏感な生鮮品と中心とする品質保持輸送, 輸送中の追跡システムなどの
品質サービス, 組立・包装・返品・修理などの付加価値サービスが現代ロ
ジステイクス戦略として広く普及している。
物流の問題について, 従来, 都市地理学者はモビリテイやアクセシビリ
テイの問題として, 交通地理学者は物資や人々の流動に焦点を合わせてき
た。経済地理学者は, 近代物流システムの発達による輸送コストの減少の
ため, 物流は産業立地にとって需要ではないという判断を下すようになっ
た。地域科学者は輸送における経路と配分の問題に関心を置いている。
Dicken (1998) をはじめ, 少数の経済地理学者のみが国際的なロジステ
イクス・システムの役割を重視している。
新しいロジステイクスはグローバルにアウトソーシングされるようにな
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り, 企業間協力と競争によって, 新技術の導入とより高い効率性がはから
れ, 電子商取引が行われる。さらにロジステイクス機能が進化をとげると,
供給側主導の value chain ステムから需要側主導のロジステイクスへと移
行する。すなわち最小の在庫と最大のフレキシビリテイをそなえ, すばや
く対応できるサプライ・チエーンが重要となる。こうして物流ロジステイ
クス業者は, 単なる伝統的な輸送業者から, カスタマーの問題に適応し,
解決する業者へと変貌を迫られている。
これらの企業間関係の変貌は次の各段階にまとめられる｡ 第一は, disin-
termediation であり, ITやインターネットの導入開始による従来からの中
間流通業者の排除である。第二には, オンライン・ロジステイクス・プロ
バイダーの台頭である reintermediation である。
第三は, 完全にサプライ・チエーンの運営機能を専門化したロジステイ
クス・プロバイダーに外注する disintegration である。ロジステイクス・
プロバイダーで, より総合的なサービスを供給するものは 3PLとよばれ,
3PLのなかで, 専門化した IT関連サービスに特化したものを 4PLとよぶ。
第四に, これらのロジステイクス・プロバイダーを合併や系列化により,
獲得すると reintegration となる。そしてこれらの企業間関係は階層的・
協力的な関係から, ますます競争的ガバナンスに移りつつある。伝統的信
用にもとづいたビジネス関係がコスト最適化を行うために随意的な関係に
代用されつつある。
また, これらの 3PLや 4PLは国際物流を扱う多国籍企業であり, 統合
されたインターネット・ロジステイクス・プロバイダーではるが, その活
動がグローバル化するにつれて, 各地域の言語・文化・制度などに対応し,
支社・系列会社単位で, 地元地域特有の知識や経験知をゆたかにもつ業者
にアウトソーシングすることによって, 地理的専門化をはかっていること
を指摘している。
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Ⅴ 結 び
学問とは, 概念・対象・方法論によって規定されるものであろう。その
点で交通地理学や流通地理学がどこまで独自性を持っているのだろうか。
ここでは, ただ単に主として地理学界に所属し, そこを活動の舞台として
いる研究者が行った交通・物流研究を展望したのにすぎない。それらの研
究は関連分野である交通経済学や経営学・流通論から引用され, 評価され
る成果をあげたのであろうか。そのような関連分野から引用されることが
きわめてまれであることは, 地理学界の孤立的閉鎖性と外部からの評価の
低さを反映しているのではないだろうか。
ここで, 海外に視野を転ずれば, アメリカ地理学会と英国地理学会の両
方の交通地理学研究部会の共同機関誌である Journal of Transport Geogra-
phy (JTG) がﾞ1992年に創刊された。それまで, Economic Geography 誌に
投稿されてきた交通地理学研究の多くが, JIGへの投稿に転換した。とこ
ろが, 日本の大学において JTGの購入は少ない。それも地理学教室に所
蔵されるのではなく, 交通工学や交通経済学の研究室に所蔵・配架されて
いる。このような状況では日本の地理学者は, 欧米の最先端の交通地理学
に触れないことに終始する恐れがある。
そもそも, JTG掲載の欧米の交通地理学研究はアクセシビリテイやモビ
リテイといった概念を用いて交通弱者や移動被制約者の移動機会の公平性
について, 時空間分析を施したり, 計量的な交通行動分析を行い, 多変量
解析や空間的相互作用モデルを応用したり, 国際物流の研究が中心となっ
ている。ここに, 欧米と日本の間における研究水準の違いがある。
欧米においては, 個人の空間的行動や地域の交通問題の記述・解析から
研究が始まる。一方, 日本においては路線バス・地方鉄道といった交通機
関の記述がまずありきとなって, そこから研究が出発する。
最近の日本の経済地理学における交通・物流研究の展望
― ―43
ところで, 交通運輸・物流をめぐる大きな世界的潮流として, 各国にお
ける規制緩和と民営化の動きがある。もう少し, 日本の交通地理学研究は,
規制緩和と民営化が地域社会や交通ネットワークにあたえる空間的影響に
ついて, 現状肯定的にではなく, 政策批判的に検討する必要があるのでは
ないか。世界都市や大都市圏と, 周縁部や過疎地域とのアクセシビリテイ
やモビリテイの格差の厳しい現状, 創造的破壊, スクラップ・アンド・ビ
ルドで進む交通変革の功罪, モータリゼーションの弊害について, 社会的
公正や平等の立場から研究すべきであろう。
日本でも民営化や規制緩和の名のもとで, 世界都市・東京との時間的距
離を短縮する整備新幹線・高速道路建設・地方空港ジエット化は国家財政
難のもとでも建設を強行され, 矛盾する建造環境を構築することになる。
そのような建造環境は, ビジネス機会の少ない地方の住民にとっては, 何
年かに一度のハレの場, 例えば, 東京デイズニー・リゾートに出かけるこ
としか利用されない。その一方で, 日常的な都市交通システムである在来
鉄道や路線バスの陳腐化・衰退がすすんでいく。結果として, 首都東京と
地方都市・農山村との格差は解消することはできないのである。
言わずもがなことではるが, 地理学のコンテクストとして, ポストモダ
ンの批判的地理学を唱える研究者達にとっては, 交通・物流研究はその批
判とすべき論理実証主義に陥ったものというよりも, さらに思想性のない
好事家的な, 低俗な趣味やサブカルチュアーであるとして無視されている
きらいがある。｢即物的な無意味な事実の積み重ね｣ とか, ｢交通趣味雑誌
や業界新聞を見ればわかること｣ とか, ｢大がかり計量・統計分析の結果
が社会通念や常識とかわらない陳腐な内容だ｡｣ などとか, 学会の後の二
次会か三次会の酒場でよく語られていることである。要するに, 交通や物
流の研究は日本の地理学思想・方法論全体のコンテクストの流れに位置づ
けられていない。またそのような位置づけへの努力を怠ってきた結果であ
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る。このような中傷に対して, 日本の交通・物流を対象とする地理学研究
者は毅然とした態度で方法論と分析の力量を高めるべきである。
ポストモダンの社会においては, 空間を移動するコミュニケーションや
交通の発達により, 社会的諸関係の拡張が行われる。これを, 時間・空間
の距離化, 空間の生産と言いかえることができる。この空間の生産につい
ては, 経済的要因, 資本の循環だけではなく, 民族性・階級・植民地主義
の残滓 (ポストコロニアル)・ジエンダーといった関係が関連している。
さまざまな社会集団や個人は, そうした交通流動やコミュニケーションに
よる結びつきのなかで, それぞれ違った状況に位置づけられている。
すなわち, それは誰が移動できて, 誰が移動できないかという問題を構
成する重要な要素である。そして, それはコミュニケーションや交通移動
にまつわる権力とも関係している問題である｡ 異なる社会集団は差異化さ
れた移動性と特別な関係をもつ。それゆえ, 流動に参入できる人々もいれ
ば, 参入できない人々もいる。たとえば, 国際的に始終活躍するエリート
・ビジネスマンはジエット族とよばれる｡ 一方, 大都市都心部のスラムに
は, 貧困ゆえに車を所有することができないため, 就労や通勤に支障をき
たし, 著しく移動性を欠いた交通貧困階層が多くなっている。このように,
お互いに異なる人々は, 通信や交通の発達で圧縮される時間・空間のなか
にはめ込まれ, 場所をあてがわれているのである。
要するに, 電子メデイアや交通の発達によって, 場所的意味は喪失する
のではない｡ 資本家は, 情報・輸送技術の発展によって, 自由に立地が選
択できる｡ 一方, 住民は自分達の場所が, 資本移動をめぐっての国際競争
の激化にまきこまれていることを理解している｡ 空間は消失するのではな
く, 通信や交通の発展によって新たに問題化されているのである。
以上の愚痴じみたことがあるとは言え, この６年間において, 地理学に
おける交通・物流分野において, 日本人研究者による海外のレフエリー付
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き国際学会誌 (電子ジャーナルを含む) への投稿は増加してきた。また日
本国内のレフエリー付き学会誌であっても英文で投稿され, その成果を海
外に発信するという努力がなされている。さらに海外在住の日本人・日系
人研究者から英文で記述された国際的にも評価の高い成果が日本国内およ
び海外の地理学会誌に掲載され, 啓発の機会をあたえていることは, すで
に引用して展望したところである。
従来からの研究対象や方法も大きく変化した。通勤圏をはじめとする交
通圏の研究, 商業中心地研究と商圏研究が衰退した。交通圏といった機能
地域, 結節構造の理解や把握が静態的であり, 現在の複雑で変動する流動
を分析する動態的な視点にはあわないということであろうか。OD行列を
多変量解析で分析する研究も少なくなった。大がかりに大型電子計算機を
用いるよりも, 身近なパソコンで GISを用いることができるようになっ
たという技術革新を反映しているのではないだろうか。隔世の感がある。
物流の研究も大きく変化した。流通革命や情報化の影響を受けて, チエ
ーンストアを中心とする業態別の流通システムの研究が盛んとなった。輸
送システムの研究においては高度経済成長期における専用大量輸送から,
オイルショック以降の産業構造の転換にともない, JITに転換したことが
明らかとされた。
特に, JITについては90年代に欧米の経済地理学者からポスト・フオー
デイズムの蓄積体制への移行段階かどうか, フレキシブル生産システムか
どうかということに多くの研究で強い関心が示された。すなわち JIT (ト
ヨテイズム) の実施が, 取引費用削減のために組立工場周辺にサプライヤ
ーの集積を促し, 品質管理・改善活動などへの部分的な経営参加を通して
労使協調がはかられ, 大企業と下請中小企業が共存する理想の地域社会で
はないかという議論がなされた。海外からのバブルの時期における日本礼
賛でもあった。
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しかし, 日本の地理学者は JITの実情について, 次のように反論してき
た。情報化の進展により, リードタイム (納期) に余裕があるため, 遠隔
地に分散立地しても JIT実施は可能である。部品集散地の物流基地と完成
車組立工場近くの物流基地相互間は大量に集約輸送を行い, 最終物流基地
から末端の生産ラインまでが定時多回輸送が行われている。このような
JITの実情を海外に発信することによって, 日本の経済地理学はその真価
を認められることになろう。
さらに最先端の動向として, ロジステイクスの経済地理学を提唱する
Aoyama の一連の研究がある。ロジステイクスは生産・流通・消費を一元
システム化してとらえる物流よりも広義の概念である。ロジステイクス産
業の経済地理学研究の課題として, 流通や物流の情報システム化・電子商
取引・サイバー空間に関心を示している。それは, 交通地理学でも都市地
理学でもない新しい地理学における物流研究の課題とされる。GISへの応
用研究にも発展して, 今後の重要な研究テーマとなろう。
もう一度, この６年間を振り返れば, ロジステイクス概念をも含めて,
交通地理学 (旅客交通研究) と流通地理学 (貨物輸送研究・物流システム
研究) との方法論的乖離が大きくなる時期であった。経済地理学会が, 次
回の 『経済地理学の成果と課題 第Ⅷ集』 を執筆・編集する際には, 編集
委員会が ｢交通｣ と ｢物流・ロジステイクス｣ について, それぞれ別に節
をたてる必要が生じるかもしれない。
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Review of Transport and
Physical Distribution Studies for
Current Japanese Economic Geography
Based on research data from 2002～2007
Wataru NOJIRI
As a result of observing data from approximately 70 papers written by
Japanese geographers from 2002 to 2007 concerning transportation and physi-
cal distribution, various themes in geography studies and research trends be-
came apparent: 1. transport between metropolitan areas; 2. inter-regional
transport; 3. social transportation geography research; 4. historical geography
research relating to modern transportation; 5. geographical research on ware-
houses; 6. informatization of distribution systems; 7. physical distribution sys-
tems by management type; 8. freight flows and international physical
distribution; 9. the system of “Just-in-Time”; 10. physical distribution and
geographic information systems; 11. geographical studies related to logistics.
However, global trends in transportation and physical distribution have
brought moves toward deregulation and privatization. Soon, it may be neces-
sary for Japanese transport geography research to critically inspect policies in-
stead of affirming the current situation concerning the spatial effect of
deregulation or privatization on the transportation network or on regional so-
ciety. Concerning the serious accessibility or mobility gap between metropoli-
tan areas and surrounding less densely populated areas, research should be
done from the standpoints of social fairness and equality, the merits and de-
merits of transportation changes promoted by scrap and build or creative de-
struction, and the abuse of motorization.
Physical distribution research has also seen great change. Influenced by the
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information age and the marketing revolution, research on the logistics sys-
tems of businesses centered on chain-stores has become more popular. As for
transportation system research, the trend is away from the specialized large
volume transportation of the period of high economic growth to Just-in-Time
delivery, as well as the transformation of the industrial structure due to the oil-
shock.
The latest trend is represented by a series of research studies by Aoyama,
an advocate of a new economic geography based on logistics, a broader concept
than the unified system of production, distribution and consumption. Another
new theme of economic geography research in the logistics industry is an in-
terest in information systems, electronic commerce and cyber space of physi-
cal distribution or marketing trade and consumption.
Our conclusion is that there is a growing methodological gap between trans-
port geography (passenger transport research) and physical distribution re-
search (freight transport research and logistic systems research).
